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第２節 「あいりん」対策 

１．日雇労働市場の現状 

 

 先に紹介した大阪市健康福祉局の業務分析表所収の図表を見ると、2003 年から

2005 年にかけて仕事量は増えていますが、その後の数字を見ると 2006 年、2007

年と減少を続け、2003 年の仕事量を下回るに至っています。一時増えていた仕事

量が、再び大きく減少に転じていることが分かります。これは、建築確認の手続き

の遅れが原因といわれていますが、景気全般の後退傾向から、建設工事そのものの

見直しとなって、落ち込みの反動から仕事急増となるという予想がくつがえる可能

性もあります。 

 手帳数は、1986 年の 24,458 から今年 3 月末の約 3,500 へと大きく減少し、55

歳以上の占める割合が大きくなっています。 

 最近の目新しい求人トラブルとして、センターで求人する「手配師」が、「日当

1万円・30日契約」で求人しながら、実際は、名古屋の人材派遣会社への送り込み

で、現地での契約内容は「時給千円・長期契約」という全く異なるものであったと

いうものがあります。日給でなく、時給での求人が散見されるようになったと報告

されています。 
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２．あいりん対策事業の現状 

大阪市健康福祉局の業務分析表では、事業の現状を以下のようにまとめています。 
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３．あいりん対策の課題 

 

大阪市健康福祉局の業務分析表では、課題もとりまとめられています。従来の日

雇労働者の不安定就労から派生する福祉課題への対応から様々な課題へと広がっ

ていることが分かります。 

 

 

 

 

 

 国勢調査によってみると、萩之茶屋 1～3 丁目は、主世帯数が平成 7 年から平成

17 年にかけて 3倍となっています。建物種別で見ると、共同住宅で生活する人が 4

倍増加し、その共同住宅は 6階建て以上のものが８倍となっています。 

 これは一見、平成 7 年から平成 17 年にかけて萩之茶屋地区ではマンション建設

ラッシュがあって住民が増加したと読み取れますが、実際は、簡易宿泊所が転業し

てマンションとなったにすぎません。簡易宿泊所で生活する人は、統計上一般世帯

ではあるけれども、「施設等」で計算され、「主世帯」では計算されていません。簡

易宿泊所が転業してマンションになったので、「主世帯」で計算されることになっ

た。だから急増したということです。住民は、日雇労働者から高齢単身生活保護受

萩之茶屋 総数 一戸建 長屋建 共同住宅 その他 1・2階建 3～5階建 6～10階建11階建以上
平成17 5,725 125 32 5,561 7 231 1,384 3,778 168
平成7 1,570 144 67 1,343 16 287 590 466
増加率 364.6% 86.8% 47.8% 414.1% 43.8% 80.5% 234.6% 846.8%
平成17構成比 100.0% 2.2% 0.6% 97.1% 0.1% 4.2% 24.9% 67.9% 3.0%
平成7構成比 100.0% 9.2% 4.3% 85.5% 1.0% 21.4% 43.9% 34.7%

共同住宅内訳主世帯建物種別
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給者へと変わっています。 

 街の外見は大きく変わっていませんが、住民構成は変わったといえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 少し古い数字ですが、世帯に占める保護率を見ると、萩之茶屋は 29.6％となっ

ています。「連合」と行政町名とは一致していませんから、行政町名萩之茶屋の保

護率はここからは分かりませんが、主世帯で見ると４割を超えると推察されます。 

 

 2005 年に西成区で実施された、高齢被保護世帯調査によれば（参考資料８）、西

成区で生活保護を受給している単身高齢者が西成に住むようになった時期は、「セ

ンター」の仕事増大期と世間の不景気の時期であることが明らかです。日雇い労働

市場で働いてきた人びとが、加齢のため働き来にくくなり、社会保障に頼っている

世帯数 構成比 生保世帯 構成比 保護率 内高齢 構成比 生保内高齢率
山王 2,632 3.5% 825 4.6% 31.3% 568 4.9% 68.8%
飛田 962 1.3% 342 1.9% 35.6% 140 1.2% 40.9%
萩之茶屋 16,488 21.9% 4,880 26.9% 29.6% 3,452 29.9% 70.7%
長橋 3,736 5.0% 1,128 6.2% 30.2% 668 5.8% 59.2%
北津守 1,480 2.0% 191 1.1% 12.9% 85 0.7% 44.5%
津守 1,674 2.2% 150 0.8% 9.0% 80 0.7% 53.3%
南津守 4,237 5.6% 587 3.2% 13.9% 251 2.2% 42.8%
天下茶屋 5,653 7.5% 1,366 7.5% 24.2% 845 7.3% 61.9%
今宮 5,770 7.7% 1,811 10.0% 31.4% 1,300 11.3% 71.8%
弘治 3,221 4.3% 1,175 6.5% 36.5% 657 5.7% 55.9%
梅南 2,781 3.7% 714 3.9% 25.7% 436 3.8% 61.1%
松之宮 2,284 3.0% 769 4.2% 33.7% 547 4.7% 71.1%
橘 4,744 6.3% 1,003 5.5% 21.1% 674 5.8% 67.2%
岸里 7,822 10.4% 1,472 8.1% 18.8% 854 7.4% 58.0%
千本 5,801 7.7% 966 5.3% 16.7% 581 5.0% 60.1%
玉出 5,921 7.9% 744 4.1% 12.6% 405 3.5% 54.4%

総計 75,206 100.0% 18,123 100.0% 24.1% 11,543 100.0% 63.7%

連合名
国調平成12年 生保世帯平成17年３末 内高齢平成17年4月
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といえます。 

 このことについての責任は、大阪府のかつての労働行政にあるといえます。 

 1961 年「釜ヶ崎第 1 次暴動」後、大阪府労働部は、釜ヶ崎分室を設け、日雇い

労働市場の正常化を試みましたが、結局、港湾労働事情や「良心的手配師」に変わ

るシステムの構築を成し遂げず、現在の事態を招いたのです（資料９）。 

４．あいりん対策の今後の方向性検討 
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 大阪市の事業報告書による課題と方向性は上記のようにまとめられています。 

この中には、府も協働している事業が含まれています。 

 「越年対策事業」については、大阪府も幾ばくかの負担をしていますが、昨年末

から今年度にかけての越年対策については、事業終了後になって負担金の減額を申

し入れるなど、過去の経緯をご破算にして撤収しようという動きが見受けられます。

「越年対策事業」は、これまでの形で継続されることがもはや現実にそぐわないと

いうことはありますが、現実にそぐった代替案を出し協働を維持するということで

なければ、無責任のそしりは免れ得ないと考えられます。 

 「高齢日雇い労働者就労支援事業」についても、府市見合いの負担で維持されて

いますが、橋下府政の見直しで来年度については、7月までの契約となり、大阪市

もそれにならうなど先行きが見えにくくなっています。 

 「大阪ホームレス就業支援センター」の運営については、大建協からの「モチ代・

そうめん代」負担分を投入して就労確保にまわすなど努力してきましたが、その資

金が無くなり、仕事確保の面では手詰まり感があります。 

 大阪市も財政事情優先であることは変わりなく、理論づけとは関係なく、様々な

事業が縮小傾向にあり、それに変わる新規事業の萌しはありません。 

第３節 大阪における「若年就労問題」 

 厚生労働白書（平成 19 年版）によれば、全国の「フリーター」は数やや減少し

つつあるものの、187 万人と推計されている。 

 大阪市が作成した「若年者の雇用実態に関する調査報告書」（平成 19 年 3 月）で


